
障がい者雇用に関するアンケート調査
結果について
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１ はじめに
当センターは、令和５年で開設２０周年を迎えました。
開設当初から、障がい者と障がい者を雇用する企業とのかけ橋として各種支援を実施してきましたが、

障がい者雇用を取り巻く環境は大きく変化してきました。
今般、障がい者雇用に関するアンケート調査を以下のとおり実施しましたので、その結果を報告します。

２ 目的
センターでは、企業向けの支援を行うための就労支援相談員を配置し、企業に対して雇入れ支援などを実

施していますが、センターの実施してきた支援を検証し、今後の支援の在り方を検討するために、障がい者
雇用の実態やニーズ及びセンターの利用状況などを把握する企業向けアンケート調査を実施します。

３ 調査の概要
令和４年８月から９月にかけて、センターの登録があり、かつ令和３年度に障がい者雇用セミナー案内を

した企業の中から就労支援相談員がアンケートへの回答可能性を勘案してリストアップした市内（一部近郊
を含む）の企業３２４社に対し、メール、郵送又は訪問により実施しました。

４ 回収状況
回答件数：１５４件
回収率：４７.５％

2



サービス業

20%

卸・小売業

19%

医療・福祉業

16%

製造業

13%

流通・運輸業

7%

建設業

7%

その他

7%

情報通信業

4%

飲食店・宿泊業

3%

未記入

3%

金融業

1%

業種別

300～999人

26%

44～99人

20%

100～199人

17%

～43人

15%

200～299人

11%

1000人～

10%

未記入

1%

n:152

従業員
規模別

製造業
卸・小
売業

サービ
ス業

流通・
運輸業 建設業

医療・
福祉業

情報通
信業 金融業

飲食店・
宿泊業 その他 未記入

20 29 31 11 11 24 7 2 4 11 4

規模
～43人 44～99人 100～199人 200～299人 300～999人 1000人～ 未記入

企業数 23 31 26 17 40 15 2

業種別状況 従業員規模別状況

（企業数）

n:150



人数 1 2～3 4～5 6～9 10～19 20～29 30～ 未記入

企業数 28 36 17 23 17 10 10 13
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Q1 障がい者雇用者数
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身体 知的 精神

企業数（累計） うち単一障がい雇用企業数

Q2 障がい別雇用状況
※複数回答

複数の障がい種別を雇用
している場合、それぞれ
の障がい種別に計上

障がい種別 身体 知的 精神

企業数（累計・延べ数） 79 62 78

うち単一障がい雇用企業数 21 3 24

4
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5
※無効：10件
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4
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45

87

106

106

0 20 40 60 80 100 120

その他

親族・知人からの働きかけ

当センター以外の支援機関からの働きかけ

ハローワーク・労働局からの働きかけ

人材不足を解消するため

当センターからの働きかけ

在職中の従業員が障がい者となった

障がい者が十分な能力をもっている

企業としての社会的責任

法定雇用率を達成するため

※複数回答

Q3 障がい者を雇用した理由

n:144

【その他の内訳】
・グループ会社からの異動 ・ダイバーシティの取組
・M＆Aで社員になった在職中社員から障がい者である旨申し出があった
・経営に資する障がい者雇用の実現を目指すため
・従業員が障がい者手帳を持っていた



※無効：32件 6
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2

5

7

84

104
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その他

音声・点字による案内

試験時間の延長

拡大・読み上げソフト 等の機器活用

見学・面接時の介助者、支援者の同席許可

事前の職場見学や実習の受入れ

Q4 募集・採用時に配慮した事項 ※複数回答

n:122

※その他の内訳

試験中の説明内容をスクリーンに映して対応（聴覚障がい者）

面接時の細かな聞き取り（2件）

完全テレワークの採用

トライアル雇用

特別な配慮は必要なし（3件）

入社後に障がい者となった

採用時に部署にいなかったため不明

人事院が行う障がい者選考試験から採用



※その他の内訳

障がい特性
導線（障がい者の動く範囲）の見直し、暗い場所が良く見えないので、人感センサーを設置した

聴覚障がいの方に対する筆談、勤務は不定期であり、適宜声掛け、ヒアリングを実施

環境調整 新型ウイルス流行による、事務所通勤者のテレワークへの移行

支援機関 福岡労働局職場適応支援者との連携

配慮不要 特に配慮は不要だった（2件）

※無効：17件
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51

68

68
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77

100

0 20 40 60 80 100 120

その他

指示・相談時のメールや チャット等の活用

通院・服薬管理等の医療的配慮

担当者・指導者の配置または固定

休憩時間や 勤務時間の柔軟な対応

就労支援機関（ジョブ コーチ等)の活用

定期的な 面談

業務の調整

Q5 採用後に配慮した事項
※複数回答

n:137



Q6 雇用にあたり社内で取り組みをした事項
※複数回答

※無効：16件
8

5

9

39

39

53

55

98

0 20 40 60 80 100 120

その他

就業規則等社内規則の変更

職場環境, 設備の改善,機器の導入

マニュアル作成

障がい特性に関する研修等

担当者の配置

担当業務の創出

n:138

※その他の内訳

・部署長へ障害への配慮指示

・職員研修実施時の要約筆記派遣者の活用

・短時間正社員雇用

・特に配慮は不要（2件）



※無効：16件

※複数回答

9

12

12
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19

20

27

36

46

48

48

63

71

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人事考課

支援機関のサポート

医療面での配慮

通勤手段について

特になし

勤怠（労働時間等）

障がい者の生活習慣

職場環境の整備

担当者の負担

障がいに対する社内の理解

周囲とのコミュニケーション

担当業務の選定

Q7 障がい者を雇用する上での課題

n:138



※複数回答

10

3

3

2

0

0

1

2

3

3

5

0 1 2 3 4 5 6

その他

障がい者に適した仕事がない

障がい者の能力に不安がある

助成金等経済的支援が少ない

障がいについてよくわからない

雇用義務がない

求人条件に合う障がい者がいない

社内の人的体制が整っていない

従業員の増員（採用）自体が困難

職場の環境が整備されていない

Q8 障がい者を雇用していない理由

n:6

その他の内訳

・障がい者雇用について勉強中

・障がい者への業務抽出、現社員への説明が未実施

・雇用について問題ないと考えているが、タイミングがなかった
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Q9 当センターを利用したことがありますか
センター利用について

※無効：5件

当センターを利
用したことはあ
りますか

利用したことがある
利用したことはないが

知っている
よく知らない

企業数 115 31 3

11

福岡市障がい者就労支
援センター（現 福岡
市立障がい者就労支援
センター）の利用につ
いてお聞きしています。

n:149



センター利用について
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④出前講座（出張社内研修）

①②④以外の研修会等の受講

②障がい者就労支援セミナー

その他ご協力(セミナー講師、

見学・実習受入れ等)

在職障がい者に関する相談・支援

障がい者雇用に関する相談

新規雇用障がい者に関する相談・支援

①障がい者雇用セミナー

Q10 当センターの各種事業の利用度と満足度

非常に満足 やや満足 普通 やや不満 不満

※複数回答

n:115



※無効：33件

※複数回答

センター利用について
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11

20

38

47

57

73

0 10 20 30 40 50 60 70 80

障がい者就労支援セミナー

出前講座

在職中の障がい者（疑いを含む）に

関する相談･支援

障がい者雇用全般に関する相談

新規雇用する障がい者に

関する相談・支援

障がい者雇用セミナー

Q11 当センターの事業やサービスに関するニーズ

n:115



※無効：24件

※複数回答

支援機関へのニーズについて

14

6

21

25

28

39

48

51

67

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

休職者に関する相談・支援

他の企業との情報交換

障がい者雇用に関する研修等の充実

就労前の準備支援・訓練機能の充実

障害のある求職者、支援者との情報交換

企業向け相談・支援の充実

在職中の障がい者（疑いを含む）に関する

相談・支援の充実（ジョブコーチ支援等）

Q12 就労支援機関への期待
当センターに限らず、
就労支援機関全体につ
いてお聞きしています。

n130

その他の内訳

・障がいのある求職者の紹介（2件）

・障がい者雇用に関する情報提供、
どのような求職者がいるのか

・特例子会社への移行に関する相談
や担当役員への働きかけなど

・特になし

・十分活用させて頂いていると感じ
ている



支援機関の
利用

ハロー
ワーク

障害者職業
センター

就業・生活
支援

センター

就労移行支援
事業所

医療機関 教育機関
その他の
支援機関

企業数 100 38 45 46 12 20 13

その他の支援機関の内訳

・福岡労働局 未記入

・産業保健総合支援センター ⑤

・福岡市就労相談窓口事業 職場体験や雇入れ紹介

・綜合キャリアトラスト ①②③

・訪問看護 在職者の相談・支援
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Q13 各支援機関の利用度（実数）
※複数回答

支援機関の利用について

15

※参考
①在職中の障がい者に関する相談・支援
②企業向け相談・支援の充実
③就労前の準備支援・訓練機能の充実
⑤休職者に関する相談・支援n:123
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20
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15
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16
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4

10

15
23

26

8

8

2
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5

5

15
4 2 2

1 0
4 1 1 1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

7 その他

6 社内啓発（研修等の実施）

5 休職者に関する相談・支援

4 在職者の相談・支援

3 新規雇用する障がい者への

定着支援（JC支援）

2 求職者の紹介

1 雇入れ相談

Q14 各支援機関の利用内容（割合）

支援機関 ハローワーク
障害者職業
センター

就業・生活支援
センター

就労移行支援
事業所

医療機関 教育機関

延べ件数 145 79 95 110 14 36

支援機関の利用について

16

※数値は、実数

n:115



※無効：2件
17

3

2

2

21

26

98

0 20 40 60 80 100 120

その他

雇用は難しいが、職場

体験実習なら検討できる

雇用する考えはない

積極的に雇用したい

未定である

求人条件・能力に合う障が

い者がいれば雇用したい

Q15 今後の障がい者雇用に係る意向

n:152

その他の内訳

法定雇用率が達成できない場合、採用したい

現状維持

障がい者雇用率を維持



Q5-2 採用後に配慮した事項（内訳）
※複数回答

その他：今回採用した方は特別な配慮の必要なし 
18

障がい別（身体のみ、精神のみ
雇用企業）状況

担当者・指導者の

配置または固定

9%

指示・相談時のメール

やチャット等の活用

7%

定期的な面談

16%

通院・服薬管理等の

医療的配慮

21%

業務の調整

33%

休憩時間や勤務時間

の柔軟な対応

7%

就労支援機関（ジョブ

コーチ支援等）の活用

5%

その他

2%

身体

その他：暗い場所が良く見えないので、人感センサーを設置した

担当者・指導者の配置

または固定

15%

指示・相談時のメール

やチャット等の活用

9%

定期的な面談

16%

通院・服薬管理等

の医療的配慮

6%

業務の調整

19%

休憩時間や勤務時間

の柔軟な対応

18%

就労支援機関（ジョブ

コーチ支援等）の活用

15%

その他

2%

精神

身体 精神

身体障がい又は精神障がい
にみを雇用している企業に
ついて、採用後の配慮事項
の違いを示しています。

n:21
n:24



Q6-2 雇用にあたり社内で
取り組みをした事項（内訳）

※複数回答

19

障がい別（身体のみ、精神のみ
雇用企業）状況

担当業務の創出

44%

障がい特性に関する研修等

社内の理解促進

8%

職場環境、設備の

改善や機器の導入

20%

担当者の配置

16%

マニュアル作成

12%

身体

担当業務の創出

41%

障がい特性に関する研修

等社内の理解促進

16%

職場環境、設備の

改善や機器の導入

12%

担当者の配置

23%

マニュアル作成

8%

精神

身体 精神

身体障がい又は精神障がい
のみを雇用している企業に
ついて、社内での取組事項
の違いを示しています。

n:21 n:24



Q7-2 障がい者を雇用する上
での課題（内訳）

※複数回答

20

障がい別（身体のみ、精神のみ
雇用企業）状況

担当業務の選定

20%

周囲とのコミュ

ニケーション

10%

障がいに対する

社内の理解

10%

生活習慣（健康・金銭管理、マナー等）

6%

職場環境の整備

20%

勤怠（労働時間等）

4%

担当者の負担

12%

医療面での配慮

4%

通勤手段について

6%

特に課題はない

8%

身体

担当業務の選定

21%

周囲とのコミュニ

ケーション

21%

障がいに対する社内の理解

9%

生活習慣（健康・金銭管理、マナー等）

3%

職場環境の整備

8%

勤怠（労働時間等）

10%

人事考課

4%

支援機関によ

るサポート

3%

担当者の負担

11%

医療面での配慮

4%

通勤手段について

3%
特に課題はない

3%

精神

身体 精神

身体障がい又は精神障がい
のみを雇用している企業に
ついて、雇用上の課題の違
いを示しています。

n:21 n:24
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